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コロナ倒産防げ
市の責任でさらなる支援拡充を

『検討する』と確約

福祉・医療・教育現場

質
疑
項
目

１．�医療・検査・保健体制の拡充で感染拡大を防止
することについて

２．苦しんでいる事業者への支援について
３．�学びの保障と感染対策を一体で進める少人数学
級について

ハイリスク施設にPCR検査の
抜本的拡充で感染拡大の防止を

　神戸市は、第１波の経験を
活かして、中央市民病院のコ
ロナ専門臨時病棟の整備や軽
症者宿泊療養施設の設置、健
康観察者への積極的なPCR検
査の拡大など、我が会派が要
望してきた内容も取り入れ
て、感染拡大を防止する施策
を実施してきました。
　今回の補正予算案では、
「検査体制の強化および医療
体制の安定的確保」として、
分娩前のPCR検査の実施など
が計上されています。新型コ
ロナウイルス感染の特徴とし

て、無症状者が感染を広めて
います。感染リスクが高く多
くのクラスターを発生させて
いる高齢者施設、医療機関、
学校や幼稚園、保育所、夜の
街、飲食店などについては、
感染者が発生してから検査す
るのではなく、無症状の陽性
者を早期に発見し、初期の段
階から感染を抑え込むことが
重要です。森本議員は、社会
的目的でハイリスクな施設に
対して積極的にPCR検査を実
施するよう求めました。
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　恩田副市長：ま
ずは特別養護老人
ホーム、特に要介

　森本議員：神戸
の様々な事業者の
おかれている状況

答弁
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護度の高い人が多い施設に
おいて新規入所者、直接介護
にあたる職員に対してPCR検
査を実施するよう考えている。
　森本議員：８月の新型コロ
ナウイルス感染対策本部で
「一定の高齢者や基礎疾患を
有する者について地区町村に
おいて本人の希望により検査
をおこなう場合に国が支援す
る仕組みを設ける」と決定さ
れた。高齢者は特養や要介護
の方だけではない。この立場
で検査拡大をすべきだ。
　恩田副市長：助成について
は今後検討していく。
　森本議員：助成ではなく、

を把握しているのか。神戸
の経済状況は、経済観光局が
発行している「神戸経済の現
状」がひとつの目安の数値だ
と思う。毎月倒産と失業率が

国の支援なのだから無料で実
施すべきだ。
　久元市長：今後決定する国
の動向を注視して市として対
応していく。
　森本議員：早期発見のため
にも社会的目的で検査し、（感
染を）最小限に抑えるという立
場で検査の拡大にのぞんでい
ただきたい。また、コロナと症
状の似たインフルエンザワク
チンの高齢者の無料接種が全
国に広がっている。神戸市は
生活保護者と市民税非課税者
だけだ。無料で実施すべきだ。
　恩田副市長：十分に検討す
る。
　森本議員：しっかり検討
し、補正予算に計上していた
だきたい。

報告されているが、３月から
は発行されていない。コロナ
の特集を組み、市の支援策や
現状を報告するべきではない
か。
　久元市長：把握していない
わけではないが、（森本）議員

　９月18日に神戸市会本会議がひらかれ、日本共産党神
戸市議団を代表して森本真議員が議案質疑をおこないま
した。

　神戸市は、新型コロナウイ
ルス感染症対策として、６月
補正予算で編成した「中小企
業チャレンジ支援補助金」
「中小法人等の店舗家賃負担
軽減補助金」に25億円の予算
を組みましたが、見込みの４
倍近い申し込みがあり、59億

円の追加補正を決めました。
これは、神戸市が想定した以
上に、市内の多くの事業者が
コロナで窮地に陥っているこ
とを証明しています。しかし
現在、神戸市をはじめ国・県
などの支援策もなくなりつつ
あり、多くの事業者は先行き

不透明なコロナ禍で苦しんで
おり、倒産・廃業も広がって
います。森本議員は、これ以
上の倒産・廃業を出さないた

めにも、さらなる調査と支援
策を講じるべきと質しまし
た。

特養入居者へのPCR検査拡充
高齢者のインフル予防接種無料化



のご指摘も踏まえて調査分析
をおこない、それに応じた対
応をしていきたい。
　森本議員：50団体の調査で
は不十分だ。９月末になると
施策がほとんどなくなり、事

業が継続できるか不安で困っ
ている中小業者が多い。倒産
件数も把握できていないよう
では、経済政策に力が入って
いないと言わざるを得ない。
　今西副市長：広報は必要か

と思うので、何らかの形で公
表していく。
　森本議員：広報だけが大事
ではない。今は中小業者の
方々がどのような支援を求め
ているのかが重要だ。そのた

めには団体に頼らず市が自ら
発信し、多くの中小業者の声
を聞くべきだ。
　久元市長：様々な観点で市
内の経済を把握し、さらなる
改善につとめたい。

少人数学級実施は急務
こどもたちの学び、心身のケア、
安全を保障するために

　コロナ禍のなか、長期の休
校でつらい思いをさせた子ど
もたちは、夏休みも短縮さ
れ、暑く、密状態の教室で学
んでいます。いま、子どもた
ちには、学び、心のケア、安
全を保障する必要がありま

す。今回の補正では、長期の
休校で遅れた学習を補うとし
て少人数指導のための教員の
加配配置の補正予算が計上さ
れていますが、小６・中３の
最終学年だけだとされていま
す。森本議員は、少人数学級

の実施は、ソーシャルディス
タンスを保ち、感染リスクを
抑えるだけでなく、個々の児
童・生徒に対して状況に応じ

て指導が期待されていること
から、今後さらに拡大するよ
う求めました。

　長田教育長：国
の第二次補正予算

答弁
に計上された教員の加配を活
用し、順次実施している。こ
の度の補正予算において加配
教員の追加配置に要する予算
を計上し、国の趣旨に基づき
最終学年の少人数指導に活用
している。引き続き追加配置

につとめたい。しかし、少人
数学級編成を実施していく場
合、人員や教室の確保等にか
かる財政負担や物理的制約な
ど多くの課題があるので、ま
ず35人学級編成の対象学年の
拡大を念頭において引き続き
国に要望していく。

破綻
した「新自由主義」「自己責任」に固執する久元市政

　新型コロナウイルス感染症の世界的
大流行は、すべてを市場原理に委ねる
「新自由主義」によって生み出された
社会の脆弱さを明るみに出しました。
７年８か月にもおよぶ安倍政権によっ
て、国は年金・医療・介護などあらゆ
る社会保障を切り捨て、国民には「自
己責任」が押し付けられてきました。
神戸市でも、市民生活の基盤を支えて
きた公的サービスは、「行政コストの縮
減」「受益者負担」の掛け声のもと、「事
務事業の見直し」によって、職員削減や
統廃合、民間委託による「安く、代わ
りの利く労働力」におきかえられてき
ました。
　感染防止の最前線で対応すべき保健
所は、９行政区から神戸市一か所に統
廃合、公衆衛生医師は統合前の三分の
一に減らされ、保健師の人数は、政令
指定都市中、人口比最下位まで押し下
げられ現場は疲弊しています。
　家庭に困難を抱えた子どもたちを保
護する児童相談所では、「民間にでき
るものは民間に」と、夜間窓口の対応
が無資格のボランティアに置き換えら
れ、夜間に駆けこんできた子どもを追
い返す事件がおこりました。
　震災以降、全国平均の２倍以上、36
％もの職員削減により、過労死ライン
を超える長時間労働により、心を病む
職員が増え、昨年は、不祥事対応に追
われた教育委員会の事務職員が自死す
る事態となっています。

　新型コロナの危機を通じて、「『効
率』や『自己責任』ではなく、ケアに
手厚く危機にもゆとりをもって対応で
きる神戸であってほしい」と多くのみ
なさんが感じてらっしゃるのではない
でしょうか？

「自助・共助」をおしつける国に
追随する神戸市

　ところが、菅総理は「自助、共助、
公助」と「自己責任」を強調。「公
助」となるべき年金・医療・介護など
の社会保障制度を徹底して改悪・破壊
しておきながら、国民には「自助・共
助」で「まず自分でできることは自分
で」と、「新自由主義」と「自己責
任」を押し付けてきた安倍政権の「継
承」に固執しています。
　久元市長は、こうした国の路線に追
随するように、神戸市「行財政改革方
針2025」を発表しました。

コロナ危機で疲弊する職員
� ――５年でさらに750人も削減

　「行財政改革方針」では５年間で、
292億円もの福祉・市民サービスを切
り捨て、コロナ危機のもとで休む間も
なく働いている実態を無視して750人
（一般行政職の約１割）もの職員削減
を強行しようとしています。
　久元市長は、テクノロジーの「実験
都市」を掲げて、「事務作業はすべて
AI・ロボットに任せ」「今の職員の半

数で業務を遂行する」とする国の自治
体戦略2040構想の実験台に、神戸を差
し出そうとしています。

政府肝いりの三宮再開発は
「聖域」扱い

　市長は「聖域なく見直しやめる勇気
をもって選択する」としておきなが
ら、三宮再開発などの大型開発につい
ては「コロナの恐れがあるからと言っ
て立ちすくんではいけない」と「聖域
化」して是が非でも進めると宣言しま
した。

菅総理の消費税増税発言に
エールを送る久元市長

　コロナ危機と消費税10％増税で地域
経済、市民生活が窮地に陥っている時
に、「消費税は引き上げざるをえな
い」との菅総理の発言に批判の声が起
こっています。そうしたなか久元市長
はツイッターで「菅義偉官房長官（当
時）が消費税率の引き上げに触れられ
たのは、勇気ある発言だ」とエールを
おくりました。
　久元市長は、「行財政改革方針」で
「将来のために」と、徹底した削減計
画を、住民と職員に押し付けておきな
がら、未来に待っているのは「増税」
しかないと表明しているのです。いっ
たい何のための「改革」でしょうか？
　そんな無策を語る市長に、神戸のか
じ取りを任すわけにはいきません。

神戸市が「行財政改革方針2025」を発表


